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会 議 名 令和 4 年度第 3 回港区子ども・子育て会議 

開催日時 令和 5 年 1 月 31 日（火曜日） 午後 6 時 30 分から午後 8 時まで 

開催場所 区役所9階911～913会議室 

委 員 

（出席者）白川会長、澁谷副会長、請川副会長、犬飼委員、小野委員、クォン委員、

今野委員、滝沢委員、北條委員、仁井委員、池田委員、松本委員、 

大島委員、茨田委員、福島委員、間瀬委員 

（欠席者）佐野委員、小林委員 

事 務 局 

子ども家庭支援部長                  中島 博子 

子ども家庭支援部子ども家庭課長            白井 隆司 

子ども家庭支援部保育政策課長             菊池 太佑 

子ども家庭支援部保育課長               木下 典子 

子ども家庭支援部子ども家庭支援センター所長      安達 佳子 

教育委員会事務局教育推進部長             星川 邦昭 

教育委員会事務局教育推進部教育長室長         佐藤 博史 

教育委員会事務局学校教育部学務課長          佐々木 貴浩 

教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課長      瀧島 啓司 

傍 聴 者 4 人 

会議次第 

1 議題 

（1）港区子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）の中間年の見直し

について 

 

2 情報提供 

（1）高校生世代の実態調査の実施について 

（2）ヤングケアラー・コーディネーターの配置について 

（3）令和５年度の保育園及び幼稚園の申込状況について 

配付資料 

［事前配付］ 

資料 1 港区子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）の中間年の

見直しについて 

資料 2 高校生世代の実態調査の実施について 

資料 3 ヤングケアラー・コーディネーターの配置について 

 

［席上配付］ 

 資料 4 令和５年４月保育園入所（１次）申込状況について 

資料 5 令和５年度港区立幼稚園園児募集結果について 

資料 6 令和５年度私立幼稚園応募状況一覧表 

令和４年度第３回港区子ども・子育て会議 意見記入用紙 
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 会議の結果及び主要な意見 

会長 

 

 

事務局 

（子ども家庭課長） 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

（子ども家庭課長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただいまより、令和４年度第３回子ども・子育て会議を開催します。 

終了時間は午後８時を予定しております。円滑な会議運営にご協力をお願いしま

す。初めに、本日の出席状況、資料確認を事務局からお願いします。 

 定足数である過半数の出席が確認できておりますので、会は成立しております。 

次に、資料の確認をさせていただきます。1 月 25 日と 1 月 27 日に、事務局から事

前送付しました資料１、資料２、資料３と、本日席上配布をさせていただいておりま

す資料４、資料５、資料６でご説明いたします。資料送付が直前となり申し訳ござい

ませんでした。お手元に資料がない方がいらっしゃいましたら挙手をお願いします。

また、机上に、意見記入用紙を配付しております。本日の会議後、改めてご意見があ

る場合は、意見記入用紙に記入の上、２月９日木曜日までに事務局まで提出をお願い

します。 

議題に入る前に、本日の進行についてです。限られた時間ではありますが、委員の

皆様から多くのご意見をお聞きしたいと思いますので、委員の皆様及び事務局は、簡

潔な質疑と説明にご協力をお願いします。 

それでは、議題に移ります。（１）港区子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～

令和６年度）の中間年の見直しについてです。事務局から説明をお願いいたします。

 

1 議題 

（1）港区子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）の中間年の見直し

について 

（資料１ 説明） 

令和２年度から令和６年度の子ども・子育て支援事業計画において、現時点での人

口動向等の状況から、教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保の内容等の中間年

の見直しは行わず、令和５年度に必要に応じて検討していくことをご報告するもので

す。 

項番１の経緯です。「港区子ども・子育て支援事業計画」は、子ども・子育て支援法

第 61 条に基づく「市区町村子ども・子育て支援事業計画」であり、令和２年度から

令和６年度までの５ヵ年を計画期間としています。 

令和４年３月 18 日付の国の通知では、教育・保育給付認定を受けた保護者の認定

区分ごとの人数が、認定区分に係る量の見込みと大きく乖離している場合、計画期間

の中間年を目安として、必要な場合には市町村計画の見直しを行うこととされており

ます。 

国の通知に基づく見直しの基準では、教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保

の内容について、量の見込みと実績値を比較し、10％以上の乖離がある場合は、要因

分析及びそれに基づく見直しを行うこととされています。ただし、新型コロナウイル

ス感染症等の影響により平常時の実績、今後のニーズを含む想定が困難である場合に

は、必ずしも見直しを行う必要はないとされています。 

項番２の教育・保育の量の見込みと実績の状況についてです。令和２年度及び令和

３年度の乖離は、幼稚園全体・保育園全体ともに 10％未満となっております。令和４

年度の乖離については、幼稚園全体は 19.0％、保育園全体は 16.5％となり、10％以

上の乖離が生じています。 
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項番３になります。要因分析を行うにあたり、本計画の教育・保育の量の見込みの

算出方法についてです。令和２年３月の本計画策定時、教育・保育の量の見込みにつ

いては、推計人口に教育・保育需要率を乗じて算出することとしています。幼稚園、

保育園等、それぞれ採用した教育・保育需要率の数値を記載しております。 

要因分析にあたって、数値等の確認は、参考資料 1－1 をお願いいたします。 

（１）人口についてです。図 1 ですが、港区の人口は令和２年６月の 262,239 人を

ピークに、以降減少が続きました。そして、令和４年２月の 257,183 人から再び増加

に転じ、11 ヶ月連続して、前年比増加をしております。 

（２）就学前人口の推計と実績についてです。就学前人口が令和６年まで経年で増

加することを見込んでいましたが、実際は、令和２年から令和４年のいずれも推計値

を下回っています。推計値と実績の乖離は、年々大きくなっています。 

（３）出生数、転出入数の推移についてです。図３の合計特殊出生率について、港

区は東京都平均を上回っており、令和３年は港区が 1.27％、東京都が 1.08％となっ

ております。 

図５の転入・転出数については、令和２年及び令和３年は転出超過となっています。

月別で確認すると、令和２年８月以降に転出が大幅に増加している状況があります。

人口で見られる令和２年６月以降の人口減少の動きや、転出入数に関する令和２年

及び令和３年の転出超過の状況については、令和２年４月から５月にあった１回目の

緊急事態宣言以降であり、新型コロナウイルス感染症による影響が大きいと考えられ

ます。 

２ 教育・保育施設利用の状況についてです。図６、図７のとおり、幼稚園の就園

率は年々緩やかな減少傾向にある一方、保育園等の保育需要率は横ばいもしくは微増

傾向となっております。 

次のページの計画値と実績の比較についてです。本計画策定時に定めた量の見込み

における教育・保育需要率については、概ね同程度の割合となっています。 

幼稚園では 0.1％から 1.8％の差、保育園等では、２号認定が 2.9％から 3.5％の

差、３号認定が０歳は 2.0％から 3.9％の差となっています。１・２歳は 0.3％の差か

ら 2.3％の差となっています。 

資料１の３ページにお戻りください。４ 中間年の見直しに関する考え方について

です。 

現時点で推計人口に教育・保育需要率を乗じて算出している教育・保育の量の見込

みについては、新型コロナウイルス感染症の影響と考えられる要因により人口の動向

が不透明なことから、今後の人口動向を注視していく必要があり、計画の見直しは行

わないこととします。 

その理由として、（１）人口です。人口は令和２年６月に減少後、令和４年２月に再

び増加に転じるなど、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響と考えられる要因

により変化していること、また、就学前児童人口は令和２年２月以降減少傾向にあり、

令和４年３月における港区人口推計においては、令和５年度までは年少人口が一定程

度減少し、その後再び増加する見通しを立てておりますが、現時点の人口動向は不透

明です。 

また、（２）教育・保育需要率です。需要率は、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響により、保育園等では、育児休業を延長して入園を遅らせるなどの選択も見

られますが、令和２年度から令和４年度の実績においては、計画した需要率よりやや
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事務局 

（子ども家庭課長） 

 

低いものの、概ね同程度で推移しており、一定程度確度の高い数値となっています。

国の通知におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により、平常時の実績、

今後の利用人数を含む想定が困難である場合、必ずしも見直しを行う必要はないとの

見解も示されております。このことから中間年の見直しを行わず、令和５年度に必要

に応じて検討をしてまいります。 

１点目に、乖離がかなり大きくなっていますが、新型コロナウイルスの影響という

ことで見直しは行わないと記載があり、その後に、令和５年度に必要に応じて検討す

ると記載がありますが、どういうことでしょうか。 

幼稚園・保育園の定員数について計画どおりにしてはまずいと思っておりますの

で、そういうのは必要に応じて検討の対象になるのでしょうか。 

２点目に、１ページの下の表に、量の見込みの計画と実績の人数がそれぞれ書かれ

ています。例えば、令和４年度の幼稚園の量の見込みは、2,920 人分用意し、実際に

は 2,364 人という見方でいいのでしょうか。確保策の計画と実績は何を意味している

のでしょうか。 

３点目に、需要率の計算の仕方について、先ほどの例で見ると、令和４年度の量の

見込みで実績が 2,364 人とありますが、この当該年齢の総人口に対する割合が需要率

と考えていいのでしょうか。 

４点目に、２ページの上の表について、令和５年度から令和６年度の量の見込みの

ところは、計画ではこういうふうに増やしているということだと思いますが、人口動

向を見てこれを増やすというのは極めて不適切だと考えます。 

人口動向について、反転増加に転じるように記載されていますが、実態はそうでは

ないと思います。就学前人口は令和２年度が一番多かったと思いますが、そこから令

和４年、令和５年と減り、港区の推計によれば令和６年度においても減少する見通し

になっているはずです。そこから反転したとしても、令和 10 年になっても、令和２

年或いは令和４年の水準には復さないというのが推計値のはずですが、その推計との

食い違いはどういうふうに考えたらよろしいのでしょうか。 

３ページの４（１）の記載も、先ほど申しましたように港区の最新の人口動態の推

計と一致していないと思います。 

５点目に、２ページの教育・保育給付認定区分の表ですが、利用できる主な施設・

事業の２号認定に、保育園、認定こども園、地域型保育事業と記載がありますが、こ

こに幼稚園が入らなければ間違いだと思います。 

６点目に、２ページの３（１）幼稚園について、令和４年度以降、需要率 34.2％と

ありますが、先ほどの計算の仕方で合っているのであれば 29.3％になると思います。

（２）保育園等の２号認定の需要率も、先ほどの私の考え方でよろしければ 48.0％

ではなくて 44％だと思います。 

７点目に、３ページの４（２）教育・保育需要率について、計画した需要率よりや

や低いというのはどのぐらい低いのでしょうか。概ね同程度とありますが本当にそう

なのでしょうか。 

また、教育の需要率についてどうして触れていないのでしょうか。見出しと一致し

ていないので、教育の需要率についても当然触れなければならないと思います。 

必要に応じて検討していくというところの記載については、現時点では見直しを行

わず、人口動向等を注視しながら検討、調査していくというところです。 

１ページの表の確保策は、確保する定員です。 
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確保策は定員で、量の見込みは実員ですね。わかりました。 

需要率については、１ページの表の令和４年度の幼稚園の量の見込みの実績のでい

えば 2,364 人が実員、同じように保育園も 7,169 人が実員であって、３歳から５歳は

3,548 人だということですよね。ですから普通に考えれば、需要率はこの当該年齢に

占める割合で見ればいいわけです。３歳から５歳の人口が 8,065 人ですから、8,065

人に対して、幼稚園に 2,364 人、保育園は３歳から５歳で言えば、3,548 人となるは

ずです。 

人口に対して在籍している割合からいけば、先ほど言ったように、幼稚園でいえば

29.3％、保育園で言えば、３歳から５歳については、44.0％になるはずです。 

従って、極端に多すぎるこの定員をそのまま放置して、令和６年度の定員をさらに

増やすということは、区民の利益に反すると考えます。 

保育園になりますけれども、量の見込みは推計人口に保育需要率を掛けて算出して

おります。この保育需要率というのは、その年齢の就学前人口のうち、保育園に入園

を希望した者の割合を示しています。 

ご指摘の通り、計画では定員を拡大するという形になっておりますが、現在就学前

人口自体が減少している状態です。 

１ページ目の表にもありますように、令和４年度の保育園で言うと、確保策は 9,677

人、これは想定していた定員、計画上の定員になります。しかし、実際には就学前人

口が減少しているという状況を踏まえ、計画値よりも実際には少ない 8,821 人の定員

設定をしている状況です。 

保育園の定員自体は、毎年度その時々の人口動向や保育情勢を踏まえ決定している

ところです。 

ということは、すでに定員が過剰になっており、それをさらに増やす計画だという

ことになりますが、それでよろしいんでしょうか。 

令和２年度の計画設定時には、右肩上がりに人口自体が増えていく見込みで計画を

していました。しかし、実際には令和２年度以降、就学前人口自体は下がっている状

況ですので、それを踏まえた定員設定を行っております。ですので、定員を右肩上が

りで増やしていくというよりは、その年度ごとに合わせた定員設定を行っており、令

和４年度自体は令和３年度よりも少ない定員設定をしております。計画よりも少ない

ですし、令和３年度よりも少ない定員設定をしているところでございます。 

なお、令和５年度の保育園で言うと、定員は令和４年度は 8,821 人でしたが、令和

５年度はさらに少ない 8,644 人の定員設定をしているところでございます。 

定員は修正するということですね。当然、検討して、一部定員を修正するというこ

とですよね。 

量の見込みの計画値としては、当初計画値を採用させていただいておりますが、保

育政策課長が申しましたとおり、その年度ごとに合わせて定員設定していくという形

です。 

今、子ども家庭課長から説明があったとおり、この計画自体は今後の人口の動向の

見通しが立てにくいため見直しは行いませんが、実際にはその時々の人口動向を踏ま

えて定員の設定を行っております。 

令和５年度についても、この確保策の定員をそのまま採用するというよりは、実態

に合わせた定員設定を行っているところでございます。令和６年度についても同様

に、その時々に合わせた定員設定を行うというものでございます。 
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令和４年度までについては、すでに終了したものの報告だと認識しております。 

今、口頭で報告がございました令和５年度については、定員は当然少なくしていく

という説明がありましたが、それでよろしいでしょうか。 

必要に応じて検討した結果、定員を変えたのであれば、令和５年度と令和６年度の

変更後の定員を記載してくれないとわからないですよ。 

令和５年度の実績記載がなくて申し訳ございません。２ページの表に合わせて申し

上げますと、令和５年度の保育園は、全体で 8,644 人の定員を設定しております。２

号認定の３歳から５歳は 4,587 人、３号認定の０歳から２歳は 4,057 人が実際の確保

した定員です。 

8,644 人、その定員だともうほとんど定員いっぱいだってことですか。定員の空き

が今まで大きかった状況はなくなるということですか。 

現在、令和５年度の保育園の入園の状況については精査中でございまして、空きの

部分についても現段階まだ精査中のため、確定的な数字は申し上げられません。申し

訳ございません。 

今までの報告の数字をもとに、Ａ委員から計画の見直しが必要なのではないかとい

うご意見がありましたが。 

計画自体を見直す必要はないですが、検討の結果、定員はこういうふうに変えます

よということを言ってくれればいいんですよ。 

令和５年度の定員については先ほど申し上げた数字になります。令和６年度の定員

は、令和５年度中に設定する形になりますので、現段階では申し上げられないような

状況です。 

大きく空いた定員のところに公費の投入がないならいいですが、莫大な公費を投入

しているわけだから、定員が大きく空いてしまうような状況は駄目ですよ。 

今このようなご意見があったということで、今後検討いただければと思います。 

他にもご質問があった点はよろしいでしょうか。すべて回答いただきましたでしょ

うか。 

他にご意見ございますでしょうか。 

先月、保育園の４月入所１次の結果がホームページに公表され、０歳児の空きが地

区によってはすごく目立ってきたというのが、運営側として感じているところです。

３歳児、４歳児、５歳児クラスの幼児クラスにおいても、相変わらず空きが目立っ

ていて、一時的に０歳児が埋まっている地区もあります。 

タワーマンションが近くにできると、当然一時的に園児は増えますが、分譲マンシ

ョンの場合だと、住民の入れ替わりはそうそうないので、やはり一時的なもので、い

ずれ保育園を進級していくと０歳児は空くという状況です。 

保育園としては正直なところ０歳児が空くと、どうしても運営に直接的な打撃があ

ります。 

昨年度より大分定員を減らしているということは数字を見て思ってはいましたが、

それでも１次でこれだけの空きが出ているというところを見ると、令和６年度はどう

いった基準でその時々で定員を判断されるのかというのが、私立園としてすごく気に

なりますが、区としてはどのようにお考えでしょうか。 

今年度の状況で申し上げますと、０歳児は、４月時点では空きがありましたが、ご

存知のとおり、年度末に向けてどんどん埋まっていくような状態で、現状空きがない

状態になっています。令和５年度についても同様の状況が見込まれると考えておりま



7 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

Ａ委員 
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（子ども家庭課長） 

す。 

ご指摘いただいたように、０歳児ないしは１歳児に空きが出てしまうと、私立園の

運営事業者側としては、予定していた収入減や、人件費についても負担が出てくる部

分があるかと思います。 

令和４年度からは、私立園側のご意向も確認し、これまで定員減という形をとって

きませんでしたが、定員減をするような調整も行っております。 

また、令和５年度から空きを活用した形での余裕活用型一時保育事業も開始する予

定です。そういった形で空き対策については、ぜひとも協力しながら対応していきた

いと考えております。 

年度末に向けて０歳児が埋まるということは今年度の状況を見て重々承知ですが、

０歳児が１月１人いないだけでも大きな収入減となります。 

余裕型一時保育のお話もいただいていますが、余裕型一時保育で毎日園児を入れた

としても、０歳児１名がいない分の減収を補うだけの収入は見込めないということは

ご承知おきいただければと思います。 

私は現在０歳児を育てており、次の４月から入園する場合は０歳児に入園します。

１月 30 日に公表された１次の空き状況を見て、確かにＢ委員のおっしゃるとおり空

きが結構あると感じました。 

ただ、区民としては、それは区のサービスとしてすごく魅力的に映る部分はかなり

大きいのかなと思います。他区や他市、他県はまだまだ待機児童数が多いところもあ

りますが、港区は子育てするなら港区と謳っている中で、この状況にようやく達し、

４月に関係なく、５月や 10 月、例えば出産後１年間育休をしっかり取って入園でき

るような状況にあるということは、すごく魅力的に映るのかなと思います。 

ただ、Ｂ委員、Ａ委員のおっしゃるとおり、運営者側の意見は、区民としてはわか

らない部分が多いので、定員をどんどん増やせばいいということは一概に言えないの

かなと思いました。 

新型コロナウイルス感染症の状況も加わり、すごく難しいところではあるので、ど

ちらの意見も聞いた上で、一番良いような状態で、中間ぐらいの状況でいけるといい

のかなと思います。それがとても難しいのはわかっておりますが、運営者側の意見を

聞けたのは非常に有意義だと思いました。 

どういう形でもいいので、区民の方に、例えば０歳児が１人減ると収入が減って厳

しいというのは直接的すぎるかもしれませんが、区民としてはそのような事情が知れ

ると分かりやすいのかなと思いました。 

先ほどのＡ委員からの質問で、２号認定のところに幼稚園がないのではという質問

が先ほどありましたが。 

それだけではなくて、他の質問に対するお答えもまだありません。 

会長が今おっしゃったのは、２ページの表のところですね。 

３ページの４（１）のところの記載も、こういう記載だと、もう人口増加に転じた

んだなというように区民感情をミスリードすると思います。そうではなく、推計では

令和 10 年になっても就学前人口は令和４年度の段階に戻らず減少したままです。 

（２）の需要率のところの、教育についてもきちんと記載していただきたいと思い

ます。 

２ページの教育・保育給付認定区分については、確認をさせていただきたいと思い

ます。 
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（子ども家庭課長） 

Ｂ委員 

また、３ページ（２）教育・保育需要率についての記載は、全体として捉えて記載

をしたという意図でございますが、教育の需要率が読み取れないというご指摘でござ

いますので、教育・保育の需要が読み込めるように修正を施したいと思います。 

もう１点、（１）の人口のことにつきまして、Ａ委員からご意見ございましたよう

に、人口が増加に転じているというような、読んだ方が誤解を受けないようにという

ご意見でしたので、検討いただければと思います。 

 

2 情報提供  

（1）高校生世代の実態調査の実施について 

（資料２ 説明） 

高校生世代が抱える悩みや不安に寄り添い、子どもたちの育ちや権利が保障される

居場所づくりを検討するため、実態調査を実施します。 

項番１の背景です。高校生世代は身体面の発育がめざましい一方で、戸惑いや不安

に揺れ動く思春期特有の悩みが増える時期です。そうした悩みについて相談や外部へ

の支援を求めにくい時期でもあります。区では高校生世代を対象とした施設としまし

て、子ども中高生プラザ等を設置しております。高校生の自主活動の場として利用さ

れておりますが、小学生の時に学童クラブに入会していた高校生の利用などが主にな

るなど、少ない状況があります。 

項番２の目的です。内閣府が作成した子供・若者の意識や取り巻く状況の各種指標

をまとめた「子供・若者インデックスボード」では、ほっとできる場所、居心地のよ

い場所の多さと自己認識の前向きさは、おおむね相関関係にあることが示されていま

す。 

高校生世代が安全で安心して過ごし、自己肯定感を高め成長していくことができる

場所づくりを検討するにあたり、悩みごとや支援ニーズ把握するため、高校生世代及

びその保護者を対象に実態調査を実施するものです。 

項番３の調査概要です。（１）調査対象は区内在住の高校生世代約 5,000 人とその

保護者約 5,000 人です。 

（２）調査項目としましては、家庭・学校以外での活動場所、悩みごと、相談先、

支援ニーズ等です。 

（３）調査方法としては、調査票を郵送し、紙又はオンラインで回答を回収する予

定です。 

（４）調査期間は令和５年３月から４月までとしております。 

（５）その他としまして、区内の高校の先生ですとか、子ども中高生プラザ等の施

設職員のヒアリングを並行して行ってまいります。 

項番４の今後のスケジュールですが、現在調査票の検討、作成に取りかかっており

まして、３月から４月にかけて調査を実施し、５月から７月にかけて集計分析し、９

月に結果報告のまとめを予定しております。 

単純に対象の確認をさせていただきたいのですが、調査対象が区内在住ということ

ですが、区内の高校に通う区外在住者は対象にしないということで合っていますでし

ょうか。 

調査の対象は区内に在住の高校生世代を対象にしております。区内の高校に通う区

外在住者は対象外です。 

前回のヤングケアラー実態調査の案件の時に、アンケートと一緒に、困っている人
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宛の相談先が同封されているといいのではという意見させていただきましたが、今回

も、実際にアンケートを答えていただいた後に、例えばすぐにでも相談したいけど相

談先がわからないというような高校生向けに、相談先を一緒に同封いただけると、す

ぐに支援に繋がっていいのかなと思います。 

子ども相談ネット等の相談事業を行っておりますので、そうしたところにつなげら

れるように案内を同封または記載したいと思います。 

 

2 情報提供  

（2）ヤングケアラー・コーディネーターの配置について 

（資料３ 説明） 

昨年の９月から 10 月にかけて、教育委員会と連携し、ヤングケアラーの実態調査

を行いました。区立小学校に通う全児童、区内在住の中学生及び高校生世代の子ども、

高齢者・障害者・子育て家庭の支援に関わる事業所等に調査し、現在、調査結果の集

計と分析を行っているところです。 

アンケートを集計する中で、ヤングケアラーの早期把握と適切な支援につなげるた

めには、それを専門に行うヤングケアラー・コーディネーターという職の必要性につ

いて検討し、令和５年４月１日から子ども家庭支援センターにヤングケアラー・コー

ディネーターを２名配置することといたします。 

別紙１の参考資料をご覧ください。こちらは令和４年 12 月 22 日に区長記者発表を

行った時の資料になります。まだ速報値にはなりますが、ヤングケアラー実態調査を

実施した中で、ヤングケアラーという言葉を聞いたことがありますか、という事業所

への質問に対して、「聞いたことはあり、事業所として意識して対応している」が

25.6％、「聞いたことはあるが、事業所としては特別な対応をしていない」が 61.1％

でした。この結果だけを見たところにおいても、ヤングケアラーに関する認知は不足

しており、地域全体でヤングケアラーへの支援を行うことはなかなか難しいというこ

とがわかりました。 

「コーディネーター配置による効果」について、２つの図をご覧いただくと、ヤン

グケアラー・コーディネーターを配置する前後が分かりやすいかと思います。 

現在の支援体制の図では、様々な団体や関係機関と港区が繋がっていますが、令和

５年度からの支援体制の図を見ていただくと、子ども家庭支援センターにヤングケア

ラー・コーディネーターを配置し、このヤングケアラー・コーディネーターが、庁内

の関連部署から相談を受けて助言したり、事業所の職員の方たちに向けての研修を実

施したり、また、地域の子どもたちを見守る目を常に意識しながら、様々な関係機関

と連携を行っていく中で、非常にこの連携のパイプも太くなっていくというような図

になっています。 

来年度４月１日から、このようにヤングケアラーの支援について取組みを行ってい

きたいと考えております。 

これからヤングケアラー・コーディネーターを配置するということで、もちろん配

置してから色々な試行錯誤をして、太くパイプが繋がっていくという想定をされてい

ると思いますが、やはり設置するだけでは不十分だと思います。 

幼稚園にも相談員の先生がいらっしゃいますが、正直なところあまり活用されてお

らず、幼稚園でもどうしようかという声がちらほら聞こえたり、先生方からもたまに

お声をいただいたりしています。 
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配置したから何か解決するというよりは、子どもが相談しやすく、もっと積極的に

参加できるよう具体的な施策をしていただかないと、実際の活用には繋がらないのか

なと思います。 

太くパイプが繋がるのはもちろん理想ですし、子どものためにやっていただきたい

ことですが、どう太くしていくのか、どのように子どもたちを助けられるように繋が

っていくのかということを、もっと具体的に考えていただけると嬉しく思います。 

学校や幼稚園、保育園等、子どもたちが過ごす様々な生活の場に直接出向いて行っ

て相談を受けている子ども家庭支援センターに配置することで、さらに子どもたちの

様子にいち早く気づく体制を作っていきたいと考えております。 

今回いただいたご意見は本当にそのとおりだと思いますので、今後さらに強化して

いきたいと考えております。 

特別支援学校では、兄弟に障害児がいる家庭の場合、この家庭はヤングケアラーで

はないかと思うことが非常に多くあります。その子どもに、あなたはヤングケアラー

ですよと言っても、小さいときから色々やらされているので分からないかと思いま

す。 

ヤングケアラー・コーディネーターの配置はすごくいい取組みだと思いますが、２

名だけでは少ないような気がしてなりません。ヤングケアラー・コーディネーターだ

けではなく、区の窓口職員に研修を受けてもらった方が、ヤングケアラーをすぐに発

見することができるのではないかと思います。 

障害関係の課の職員は皆さん頑張っていて僕らに優しいですが、他の課の職員、ま

たは違う課から障害関係の課に異動した職員等に関しては、障害児はあなたたちの家

庭で産んだのだから、あなたたちの家庭で何とかしなさい、というようなひどいこと

を言われる方もいます。 

そういう職員がいると、その家庭はまた聞きづらくなってしまったり、家で何とか

頑張らないといけないんだと思ってしまったりして、そこからヤングケアラーが生ま

れてくるのかなと感じました。 

ヤングケアラー・コーディネーターを配置するのもいいですが、区の職員にも研修

等を実施してもらえると有難いです。 

今回ヤングケアラー・コーディネーターを配置した目的の中に、職員の研修も入っ

ております。また、関係機関の方にもヤングケアラーというのがどういうことかとい

うのを知っていただきたいということもあり、広く研修を行いたいと考えておりま

す。 

今回、家庭に入ることが多い障害や高齢の事業所にも調査をさせていただいたの

は、やはり広く認識を持っていただきたいというところもあり、また、様々な状況の

中で、子どもたちがヤングケアラーという状況になっていたとしても、子どもに、あ

なたはヤングケアラーだ、ということを突きつけるような支援ではなく、その家庭の

中で頑張っている子どものことを尊重しながら、私たち地域の者が、また大人がどの

ように支援をしていったらよいかということを考えられるような研修を行っていき

たいと思っております。今後も皆様からのご意見をいただきながら、その研修等につ

いても考えていきたいと思っております。 

色々な方からの貴重な意見を聞き、私もすごく同感です。やはり配置しただけでは

全然足りず、プッシュ型で実施する必要があると思います。 

先ほど、学校や児童館等にヒアリングに行くというお話でしたが、ＰＴＡや民生児
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童委員等の情報網を活用し、ヤングケアラー・コーディネーターや子ども家庭支援セ

ンターの職員が、例えばＰＴＡの会合等に出向き、何か発見したらここに連絡くださ

いということを周知したり、民生児童委員等とも連携を取って、学校等の施設だけで

はなく、地域のいわゆる民間、一般の方にも目を光らしたりし、いち早く発見してい

ただき、そういった家庭に入っていけるようなヒアリングをしていただけたらと思い

ます。 

行政が動かなければ子どもたちの実態や、皆さんが困っていることに気づくことが

できないと考えています。 

ご指摘のとおり、ヤングケアラー・コーディネーターだけでなく、子ども家庭支援

センターとしても出向いていき、子どもたちの様子をきちんと見ていく、また、この

家庭が心配なのではないかという皆さんのお声にもいち早く対応できるようにして

いきたいと考えております。 

ヤングケアラーは、今ＣＭで介護をしている子どもたちというようなイメージだけ

がついてしまいがちですけども、親御さんが精神疾患やうつ病等で、子どもが聞き役

になり非常にストレスを抱えているという場合等もございますので、ヤングケアラ

ー・コーディネーターが配属されることで、学校や関係機関の方々に、新しい知識が

啓蒙活動として伝わっていくといいのではないかと思います。 

 

2 情報提供  

（3）令和５年度の保育園及び幼稚園の申込状況について 

（資料４ 説明） 

１次の申込者数と内定者数を示しております。 

まず、申込者数です。令和５年４月入園申込者全体の人数は 1,458 人で、昨年の

1,589 人より 131 人減少しております。 

年齢別で見ますと、前年より減少しているのは、０歳児、２歳児、３歳児、４歳児、

増加しているのは、１歳児、５歳児です。 

次に、下の表の内定者数です。１次申込の内定者数は全体で 1,024 人で、昨年度よ

り 22 人増加しており、括弧で示している内定率も増加しております。 

年齢では、０歳児のみが 45 人減少しておりますが、１歳児が他の年齢より大きく

増加しております。 

内定発表は昨日、申込者に対し結果を発送しております。現在は２次の申し込み受

付中となっております。２次申込結果発表は３月１日の予定です。 

資料５の令和５年度港区立幼稚園園児募集結果についてご報告します。 

（資料５ 説明） 

令和５年度の募集定員については、下の方に合計 500 名と記載しています。 

その右の方を見ていただきまして、右から２番目のところで、応募人数の合計が 236

名となっています。昨年は 255 名でしたので、少し減少しているところです。 

年齢別の内訳は、３歳児は 222 名、昨年度は 216 名ですので、３歳児は増加してい

ます。４歳児につきましては 14 名、昨年度は 39 名ですので、そこが今回特徴的なと

ころだと考えております。 

芝浦幼稚園につきましては、25 名定員のところ、経過措置として 35 名までは受け

入れるということになっていますので、※１を付けております。 

南山幼稚園につきましては、25 名に対して 28 名の応募をいただきましたので、３
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名の方が補欠登録ということで抽選をさせていただいたという状況です。 

（資料６ 説明） 

表面には社会福祉法人と宗教法人の５園、裏面には学校法人の 10 園記載しており

ます。 

内訳の見方になります。各園３段書きとなっておりまして、上段は応募人員、中段

は許可人員、下段は最終的な手続人員です。３歳、４歳、５歳の欄にはそれぞれ区内、

区外、計がございます。ご覧いただきたいところは、右から２列目の令和５年度４月

１日付園児在籍見込人員の欄になります。例として、表面の麻布みこころ幼稚園では

135 名となっております。比較としましては右から３列目の令和４年５月１日付在園

児数が 144 人で、９名の減となっています。 

裏面の最終段には港区内の私立幼稚園 15 園の合計が記載されています。令和５年

度４月１日付園児在籍見込人員は 1,850 人となっております。前年度の在園児数の

1,870 名から 20 名の減少という形になります。 

認可定員における充足率としては 88.8％です。 

集計・公表の仕方が、保育園、区立幼稚園、私立幼稚園で統一されていないので、

仕方ないのかもしれませんが、とても分かりにくくなってしまっていると思います。

一番分かりやすいのは区立幼稚園の資料です。募集定員が何人いて、応募人数が何人

いて、入園が決まった人は何人、という記載が一番分かりやすいです。 

資料４の保育園は募集定員が何人か記載がないため分からないですね。感覚的に募

集定員が多すぎるのではというところが実際はあると思いますが、記載されていない

ので、それが分かるようにしていただきたいと思います。 

資料６の私立幼稚園も、許可人員のところが募集定員に近い数字だというように考

えていいのですが、少し分かりにくいかと思います。難しいとは思いますが、やはり

形式を統一した方がよいと思います。 

議題１にもありましたが、参考資料 1－1 の図３の合計特殊出生率について、港区

は実は都内では１～３位ぐらいの高い区ですが、それにしてもどんどん下がっていま

す。図４の出生・死亡数を見ると、出生数もずっと下がっています。この傾向を見る

と、やはり就学前人口が反転して増加するというようには読めないと思います。 

46 年前になりますが、昭和 52 年からいわゆる幼児人口の急減期というのを経験し

ております。あの時は本当にすさまじい勢いで、半分の幼稚園が畳まれ、私立幼稚園

は半減してしまいました。 

今回もそのような印象を受けておりまして、ある程度の規模の幼稚園はよいです

が、50～60 人定員等の小さい規模の私立幼稚園は、定員割れを起こしてしまうと立ち

どころ経営危機になってしまいます。 

もうすでに幼児人口が３年減少し続けていますので、何らかの支援をしていただか

ないと、小規模の幼稚園がもたないです。そういう危機的な状況にあるということを、

この際にご理解いただければと思います。 

私立の保育園も規模は小さいですから、なかなか大変だと思いますけれども、同じ

ような苦しみを抱えていると思います。 

資料４の２つ目の表で、内定率が大幅に向上している部分がありますが、これはど

ういった理由によるものでしょうか。そもそもどういった要因で内定しないことがあ

るのでしょうか。申込資格がない人が申込みをしているのか、それともその定員の問

題なのか、分析があれば教えていただきたいと思います。 
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内定率が上がった要因として考えられるのは、前年令和４年４月の１次申込の時

と、今回令和５年４月１次の申込を比べると、利用調整の方、要は保育園の空きがど

れだけあるかということですが、この利用調整の対象となる空きの数が増えていると

いうことがあります。令和４年１月時点での在籍児童数と比べ、令和５年１月時点の

在籍児童数が減っているということが空き数が増えているという要因ですけれども、

その内定が出やすい状況が生じているということがあります。 

内定しなかった要因の１つには、１園だけを申し込まれる方がいまして、そういう

場合、利用調整の中でなかなか内定が出づらい状況があります。 

そういった方は一定数必ずいますが、内定が出やすいように複数園申込んでいただ

くよう案内の中で申し上げております。 

先ほど、Ａ委員から小規模の幼稚園は経営が厳しくなっていくというお話をいただ

きました。 

ただ、区民側の小意見になると思いますが、私立幼稚園の場合、入園情報を自身で

取りに行かないとなかなか入ってこず、園児募集は 10～11 月頃から始まり、説明会

や入試が気づいたら終わっていることもあるかと思います。 

保育園から幼稚園に切り替えようと思っていた方も、気づいたら募集が終了してい

て、追加募集がないこともあり、入園が叶わなかったという方ももしかしたら多いの

かなという気もします。 

ただ、保育園の場合は、４月入園も１次募集が 11 月ぐらいで結構早くから始まり、

０歳児を育てている身としては、もう募集が始まっているのかと思うところもありま

すが、２次募集がまだ間に合います。また、保育園に関しては比較的区の方から申し

込みをしてくださいねという形で、子育て世帯の区民に対して割とアプローチがかか

っているのかなと思います。 

区立幼稚園に関しても、募集の掲示板に貼ってあったりするので目には入ります

が、実質的なところ、例えば給食がないとか、一時預かりの時間が短いとか、夏休み

が長いとか、そういう理由で検討しない方ももちろんいると思います。 

私立幼稚園の情報を、例えばホームページに載せる等、区の方でもサポートするよ

うな形にして、保育園、幼稚園両方の選択肢が一覧で見られるといいのかなと思いま

した。 

積極的に幼稚園に入園しようという方や、もしくは保育園から幼稚園に切り替えよ

うという方は、情報を自分から取りに行くと思いますが、油断していると情報が入っ

てこないというのがあるのかなと思います。 

もちろん自身で積極的に取りに行かないといけないことは分かっておりますが、募

集期間が１週間しかないこともあるので、そうすると入園できず残念だなという方も

いるのかなと思います。幼稚園側が悪いということではなくて、もしかするとそうい

う方もいるのかなという意見です。 

確かにご指摘のとおりの点がありますね。私立幼稚園は愛育養護学校の付嘱を含め

て 15 園ありますが、募集の時期にポスターを貼る幼稚園は１園もありませんからね。

こっそり募集しているわけではなく、ホームページ等は各幼稚園とも管理し、説明会

等も開催しておりますが、ただ、やはり発信力がまだまだですね。 

港区も色々協力いただいておりますので、広報等に区立幼稚園の入園案内だけでな

く私立幼稚園についても載せていただけたらいいかと思います。情報発信が行き届か

ず申し訳ございません。 
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保護者からのご意見は非常に貴重だと思います。すぐに対応できるかどうかわかり

ませんが、今後の情報発信の参考にしていただければと思います。 

港区と言っても地域や園によって、空き状況、募集の集中度合い、内定率、需給の

バランスが大分異なると思いますので、保育園について、地域や園別の情報で整理い

ただいた情報を見たいと思います。 

私の子どもを保育園に預ける時の実体験ですが、当初の申し込みではなく、期中の

申し込みでも何回か叶わず、３回ぐらいスキップしました。港区は生活コストも高い

ですから、そうなると住まいを移さないといけない世帯もあるのではと思います。 

１つ目の議題で話がありましたように、今後人口減少を踏まえて定員設定を行うべ

きだと私も思いますが、一律で定員を減らしていくというよりかは、地域の特性を踏

まえて、必要なところには手を打っていただく等の考慮をいただければと思います。

保育園につきましては、毎月ホームページに各園の空き情報を掲載していますの

で、そちらを参考にしていただければと思います。 

今回のような４月の１次入所の段階で内定が出なかった方については、封書を同封

する中に、各園の空き情報をお知らせしております。 

地域ごとによって内定率が異なるのではといった貴重なご意見をいただきました

ので、今後の資料作成にあたっては検討いただければと思います。 

今後募集を行うにあたって、区民の需要を満たせないことがあってはならないわけ

ですから、それを満たして適切な定員を確保していくことが大事です。 

ぜひやっていただきたいことは、今まで保育園は保育園、幼稚園は幼稚園でそれぞ

れ募集定員を設置していたと思いますが、保育園と幼稚園が定員をきちんと相談し、

全体の大きな枠を設置すれば、今のような空き状況にはならないで済みますし、不足

も出ないと思います。 

０歳児から５歳児まで、すでに人口が何人いるか分かっているわけですよね。また、

例えば、３歳児の場合、保育園にすでに何％在園しているということもわかります。

例年３歳児で新たに保育園を希望する人はあまり多くないでしょうが多少いるとい

うことも大体推計できるわけです。幼稚園の方も、過去の経緯から推計できるので、

何％程度を用意すればいいということがわかります。 

ただいまご意見がありましたように、地域性というのはもちろん大切ですので、区

民の要望にきちんと答えられるように計画していくのは当然のことだと思いますが、

合理的なやり方をしていただきたいと思います。 

事務局の方で、年齢別のデータ等も適正に活用いただき、ご意見を有効にしていた

だければと思います。今日は様々なご意見ありがとうございました。 

本日予定していた案件は以上です。最後に事務局から事務連絡等ございますでしょ

うか。 

本日、時間の関係上、他にご意見がある場合、意見記入用紙にご記入の上、２月９

日木曜日までに事務局までご提出いただきますようお願いいたします。 

次回の会議につきましては３月の開催を予定しております。 

開催につきましては別途ご連絡をいたしますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

それでは、予定時間になりましたので、第３回港区子ども・子育て会議を終了いた

します。皆様、お疲れ様でした 
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